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（１）研究協力者 兵庫県 A 市立 B 中学校の中学 1 年生（7 クラス）258 名（男子 139 名，女
子 119 名）。なお，この中学校は 4 小学校から生徒が入学しており，部活動が盛んな中学校で
ある。なお，校区内の小中学校間での児童生徒の交流は行われていない。 
（２）調査時期 調査は 201X 年 4 月上旬，4 月下旬，6 月上旬にそれぞれ実施された。4 月
上旬の調査は中学校入学直後の印象を測定することを目的として，入学式の行われた週の間
に実施された。 









回答は「1 全くそう思わない，2 あまりそう思わない，3 どちらかと言えばそう思う，4 とて
もそう思う」の 4 件法で求められた。 
②学校生活適応感尺度：南他（2011）において中学生の学校適応感を測定するために使用さ
れた尺度で，「部活動への意欲」（5 項目），「教師との関係」（5 項目），「家族との関係」（5 項
目），「情緒的安定性」（5 項目），「学習への意欲」（5 項目）の 25 項目から構成されている。
この尺度は，浅川他(2003) によって 7 因子 36 項目の尺度として開発されたものが，南他




ない，2 少しそう思う，3 かなりそう思う，4 非常にそう思う」の４件法で回答が求められた。 
（４）手続き 4 月上旬調査では中学校生活に対する社会的・対人的違和感を尋ねる質問項











1.01，･･･）から 2 ないし 3 因子構造が妥当であると考えられたため，2 因子構造と 3 因子構
造をそれぞれ仮定して最尤法－プロマックス回転による探索的因子分析を行った。IT 相関係
数，因子負荷量，因子の解釈の可能性を考慮した結果，最終的に 2 因子 12 項目が抽出され
た。内的整合性の検討のため算出された信頼性係数は第 1 因子 α=.78，第 2 因子 α=.73 であ
った。次に，本尺度の弁別力を検討するため全 12 項目について平均値＋1/2SD 以上を G 群，
平均値－1/2 以下を P 群として G-P 分析を行った。その結果，全ての項目において有意（t(112
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～250)=-64.80～-25.79，p<.001）な結果が得られ，尺度の程度を弁別する有効性が確認され
た。 
第 1 因子は「1 中学校はきまりがきびしい」，「3 中学校は自由がない」などにみられるよ
うに，中学校の生活は小学校に比べて窮屈に感じたり，きまりがきびしく自由がないなど，
中学校のきびしいきまり等に対する違和感や抵抗感といったネガティブな感情が反映された




いると判断し，第 1 因子を「心理的抵抗感」，第 2 因子を「親和性」と命名した。本研究で













群の低群に有意差（F(1,101)=6.64,p<.05）がみられ，4 月に比べ 6 月の得点は低かった。また，





群では 4 月にくらべて 6 月の得点が低かった。男子群に有意な差はみられなかった。 
「部活動への意欲」において，心理的抵抗感水準に主効果がみられた（F(2,191)=3.08,p<.05）
ため多重比較を行ったところ，低群にくらべて高群の得点が低かった。さらに，時期の主効




かった。さらに，時期の主効果がみられ（F(1,218)=9.74,p<.01），4 月にくらべて 6 月の得点が




果がみられ（F(1,219)=7.24,p<.01），4 月にくらべて 6 月の得点が高かった。 
 
４ 考察 






れる。つまり，4 月にくらべ 6 月の得点は低くなっていたが，群間の得点を比較すると他の
群よりも高かったため，「情緒的安定性」が下がったととらえるのではなく，中学校入学とい


















た可能性があり,4 月にくらべて 6 月の得点が高かったのではないかと考えられる。 
「学習への意欲」についても 4 月より 6 月の得点が高かった。小泉・藤田（1993）によれ
ば,小学校の高学年から中学 3 年生にかけて学習に対する意欲には大きな変化がないが,中学
1 年生については入学直後の 4 月にくらべて 10 月の学習意欲が低いことが報告されている。





 「部活動への意欲」も 4 月にくらべて 6 月の得点が高かったが,同様の質問紙を用いて別の
中学校で「部活動への意欲」を測定した南他（2011）によれば,4 月末にくらべて 5 月末の「部
活動への意欲」得点が低かったことが報告されている。本研究において南他（2011）と反対
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ては学校の文化的背景を要因とした検討には至っていない。 
山本（1992）によれば，「危機的移行の過程とは，直面した新しい環境に応じる適切な手
段を持っていないことに気づいた時，自分と環境との新しい調和を求めていく過程であり，
それは新しい状況に対処していく仕方を学び新しい環境に調和した目標や対象を築いた時，
一定の安定が得られ強さと活力が回復される」という。また，Wapner & Demick（1992）は，
「発達的変化を促進する条件」に関係する概念の一つとして「プランニング」を上げており，
差し迫った環境移行に備えて能動的にプランニングを行うことは，より発達した人間－環境
状態を達成する効果的な方法であることを示唆している。本研究では，中学校への入学とい
う環境移行にあたり，外的な要因である教師との関係や学習への意欲といった新環境と個人
との間に調和のとれた状態（均衡状態）が再構築されることをあらためて確認することがで
きたが，生徒個人の中でどのような「プランニング」が行われたのかについては明らかにで
きておらず，中学校新入生の心理教育的支援を行う上でプランニングの形成過程の検討は今
後の課題であるといえるだろう。 
 
